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明 細 書

発明の名称 ：歩行姿勢計およびプログラム

技術分野

[0001 ] この発明は歩行姿勢計に関 し、より詳 しくは、 ヒ卜の歩行姿勢が正 しい姿

勢であるか否かを定量的に評価する歩行姿勢計に関する。

[0002] また、この発明はヒ卜の歩行姿勢が正 しい姿勢であるか否かを定量的に評

価する方法をコンピュータに実行させるためのプログラムに関する。

背景技術

[0003] 従来、 ヒ卜の歩行中の姿勢を評価する装置としては、例えば特許文献 1 (

特開 2 0 1 1 - 0 7 8 7 2 8 号公報）に示される装置がある。この装置は、

ヒ卜が所定の姿勢をとつたときにヒ卜の腰部に装着された加速度センサから

出力にもとづき重力加速度の方向を検知することにより、当該姿勢をとった

ときの腰部の地面に対する傾き角を求め、これより骨盤の傾きを推定する。

[0004] また、例えば特許文献 2 (特開 2 0 1 1 - 2 5 1 0 1 3 号公報）に示され

る機器は、 ヒ卜の腰部に装着された加速度センサの出力から移動量を算出し

、当該移動量にもとづいて歩行の軌跡を取得する。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献1 ：特開 2 0 1 1 - 0 7 8 7 2 8 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 1 1 _ 2 5 1 0 1 3 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0006] ヒ 卜の歩行姿勢の正 しさ （あるいは美 しさ）を評価するポイン トとして、

背中がまっすぐ天に向かい、進行方向に向かって前のめり （前傾）でも及び

腰 （後傾）でもない中立的な姿勢で歩 くことができているか否かという観点

がある。

[0007] しか しながら、従来は、歩いているヒ卜の姿勢が上述 した前傾姿勢か、後



傾姿勢であるか、そのいずれでもない中立的な姿勢であるか、 を手軽 に定量

的に評価する手段がなか った。

[0008] 以上 を鑑み、本発明の一態様 によ り、 ヒ 卜の歩行姿勢が進行方向に対 して

前傾 後傾 しているか否かを手軽 に評価で きる歩行姿勢計が提供 される。

[0009] また、本発明の別の一態様 によ り、 ヒ 卜の歩行姿勢が進行方向に対 して前

傾 後傾 しているか否かを手軽 に評価する方法 をコンピュータに実行 させ る

ためのプログラムが提供 される。

課題を解決するための手段

[001 0] 上記課題 を解決するため、本発明の一態様 による歩行姿勢計は、被測定者

の歩行姿勢 を評価する歩行姿勢計であ って、被測定者の腰の正中線上 に装着

される加速度センサ と、前記加速度センサが出力する上下軸加速度の時間的

な変化波形 と前後軸加速度の時間的な変化波形 とを用いて、前記被測定者の

歩行中の姿勢の前後方向の傾 きに対応する量 を算出する演算部 と、 を備 える

[001 1] 本 明細書で、歩行中の姿勢の 「前後方向の傾 き」 とは、歩行中の ヒ 卜の上

半身 （骨盤か ら上の半身）の進行方向に沿 った傾 きを意味する。 当該傾 きは

、歩容が一巡する間に現れる任意の姿勢 （脚位相）についてのものでよい。

例 えば、傾 きは、前脚の踵が路面 に接地する時点近傍 における被測定者の姿

勢の傾 きについてのものでよい。 また例 えば、傾 きは、遊脚である後脚が立

脚である前脚 に進行方向に沿 って一致する時点近傍 における被測定者の姿勢

の傾 きについてのものでよい。

[001 2] 本発 明の一態様 による歩行姿勢計では、加速度センサが腰の正中線上 に装

着 される。演算部 は、加速度センサが出力する上下軸加速度の時間的な変化

波形 と前後軸加速度の時間的な変化波形 とを用いて、被測定者の歩行中の姿

勢の前後方向の傾 きの程度 に対応する量 を算出する。 したが って、 当該量 に

応 じて、被測定者の歩行中の姿勢の前後方向の傾 きの程度 を評価することが

で きる。 また、 この歩行姿勢計では、被測定者の腰の正中線上 に装着 された

加速度センサの出力に基づいて上記 したような評価が可能であるため、 モ一



シ ヨンキヤプチ ヤのような大がか りな設備 によ らずに手軽 に評価 することが

可能である。

[001 3] 一実施形態 による歩行姿勢計では、前記演算部 は、前記上下軸加速度 の時

間変化 および前記前後軸加速度 の時間変化の特徴 を示す特徴パ ラメータを導

出 し、 当該特徴パ ラメ一夕に基 づいて前記前後方向の傾 きに対応する量 を算

出する、 ことを特徴 とする。

[0014] 演算部 は、上下軸加速度 および前後軸加速度 の時間変化の特徴 を示す特徴

パ ラメ一タを導 出 し、 当該特徴パ ラメ一夕に基 づいて前後方向の傾 きに対応

する量 を算 出するので、被測定者 の歩行 中の姿勢の前後方向の傾 きの程度 に

対応する量 を迅速 に算 出することがで きる。

[001 5] 一実施形態 による歩行姿勢計では、前記演算部 は、複数種類 の特徴パ ラメ

—タを導 出 し、導 出 した複数種類 の特徴パ ラメ一タを重み付 け加算 して得 ら

れる量 に基 づいて前記前後方向の傾 きに対応する量 を算 出する、 ことを特徴

とする。

[001 6] 演算部 は、導 出 した複数種類 の特徴パ ラメ一タを重み付 け加算することに

よ り被測定者 の歩行 中の姿勢の前後方向の傾 きの程度 を評価 することがで き

る。 したが って、評価 に要する計算 は至極単純であ り、迅速な評価 が可能 と

な っている。

[001 7] 一実施形態 による歩行姿勢計では、前記演算部 は、前記上下軸加速度 の時

間的な変化波形 に基 づいて前記被測定者 の歩幅 を推定 し、 当該推定 された歩

幅 に基 づいて、前記重み付 け加算 に用いる重み係数 を変化 させ る、 ことを特

徴 とする。

[001 8] 演算部 は、上下軸加速度 の時間的な変化波形 に基 づいて被測定者 の歩幅 を

推定 し、 当該推定 された歩幅 に基 づいて、重み付 け加算 に用いる重み係数 を

変化 させ るため、被測定者 の歩 き方の特徴 （歩幅の広狭） に因 らず適切 な評

価 がで きる。

[001 9] 一実施形態 による歩行姿勢計では、前記演算部 は、前記上下軸加速度 の時

間的な変化波形 および前記前後軸加速度 の時間的な変化波形 の少な くともい



ずれか一方 に基づいて前記被測定者の歩行周期 またはその歩行周期の うち 1

歩分 に相 当する基準期間を求め、 当該求めた歩行周期 または基準期間に基づ

いて、前記重み付 け加算 に用いる重み係数 を変化 させ る、 ことを特徴 とする

[0020] 演算部 は、上下軸加速度 および前後軸加速度の時間的な変化波形の少な く

ともいずれか一方 に基づいて被測定者の歩行周期 またはその歩行周期の うち

歩分 に相 当する基準期間を求め、求めた歩行周期 または基準期間に基づい

て、重み付 け加算 に用いる重み係数 を変化 させ るため、被測定者の歩 き方の

特徴 （歩行周期の長短）に因 らず適切な評価がで きる。

[0021 ] 一実施形態 による歩行姿勢計では、前記前後方向の傾 きに対応する量は、

歩行中の前記被測定者の骨盤 と水平 とがなす角度である、 ことを特徴 とする

[0022] 演算部 は、歩行中の被測定者の骨盤の傾斜角 （水平 となす角度）を算出 し

、算出 した傾斜角を用いて被測定者の歩行中の姿勢の前後方向の傾 きを評価

する。 したが って、本歩行姿勢計は、極めて確度の高い評価 をすることがで

きる。

[0023] 本発 明の別の一態様 によるプログラムは、被測定者の歩行姿勢 を評価する

方法 をコンピュータに実行 させ るためのプログラムであ って、前記方法は、

被測定者の腰の正中線上 に装着 された加速度センサの出力を取得するステ ツ

プと、前記加速度センサが出力する上下軸加速度の時間的な変化波形 と前後

軸加速度の時間的な変化波形 とを用いて、前記被測定者の歩行中の姿勢の前

後方向の傾 きに対応する量 を算出するステ ップと、 を備 えた ことを特徴 とす

る。

[0024] 当該 プログラムを実行 させ ることによ り、 コンピュータは、 まず被測定者

の腰の正中線上 に装着 された加速度センサの出力を取得する。そ して、記加

速度センサが出力する上下軸加速度の時間的な変化波形 と前後軸加速度の時

間的な変化波形 とを用いて、被測定者の歩行中の姿勢の前後方向の傾 きの程

度 に対応する量 を算出する。 したが って、 当該量 に応 じて、歩行中の被測定



者の姿勢の前後方向の傾きを評価することができる。また、このプログラム

では、被測定者の腰の正中線上に装着された加速度センサの出力に基づいて

上記 したような評価が可能であるため、モーションキヤプチヤのような大が

かりな設備によらずに手軽に評価することが可能である。

発明の効果

[0025] 以上より明らかなように、この発明の一態様による歩行姿勢計によれば、

被測定者の歩行中の姿勢の前後方向の傾きを手軽に評価することができる。

[0026] また、この発明の別の一態様によるプログラムをコンピュータに実行させ

ることにより、被測定者の歩行中の姿勢の前後方向の傾きを手軽に評価する

ことができる。

図面の簡単な説明

[0027] [ 図1] この発明の一実施形態の歩行姿勢計のシステム構成を示す図である。

[ 図2] 上記歩行姿勢計のシステ厶をなす活動量計のプロック構成を示す図であ

る。

[ 図3] 上記歩行姿勢計のシステムをなすスマ一 トフォンのプロック構成を示す

図である。

[ 図4] 図4 ( A ) は、上記活動量計が被測定者に装着される態様を示す図であ

る。図4 ( B ) は、 X 軸 （前後軸）、 Y 軸 （左右軸）、 三軸 （上下軸）を説

明する図である。

[ 図5] 図 5 ( A ) は、歩行姿勢の前傾度 （後傾度）と骨盤が水平となす角の関

係を説明する図である。図 5 ( B ) 、図 5 ( C ) 、および、図 5 ( D ) は、

ヒ卜の歩行中の姿勢 （前脚の踵が接地 したタイミング）を示す図である。図

5 ( B ) は、後傾で歩 くヒ卜を横から見たときの模式図である。図 5 ( C )

は、後傾でも前傾でもない良好な姿勢で歩 くヒ卜を横から見たときの模式図

である。図 5 ( D ) は、前傾で歩 くヒ卜を横から見たときの模式図である。

[ 図6] ヒ卜が歩行 したときに腰に装着された加速度センサにより観測される上

下軸加速度の例 （時間領域）と、歩行周期のうち 1歩分に相当する基準期間

と、歩行一歩の歩容との関係を示す図である。



[ 図7] 上記加速度センサが出力する上下軸加速度の時間変化の特徴 を示す特徴

パ ラメータについて説明する図 （上下軸加速度時間変化波形図）である。

[ 図8] 上記加速度センサが出力する上下軸加速度の時間変化の特徴 を示す特徴

パ ラメータについて説明する図 （上下軸速度時間変化波形図）である。

[ 図9] 上記加速度センサが出力する上下軸加速度の時間変化の特徴 を示す特徴

パ ラメータについて説明する図 （上下軸軌道時間変化波形図）である。

[ 図 10] 上記加速度センサが出力する前後軸加速度の時間変化の特徴 を示す特

徴パ ラメータについて説明する図 （前後軸加速度時間変化波形図）である。

[ 図 11] 上記加速度センサが出力する前後軸加速度の時間変化の特徴 を示す特

徴パ ラメータについて説明する図 （前後軸速度時間変化波形図）である。

[ 図 12] 上記活動量計の制御部の動作 フ ロー を示す図である。

[ 図 13] 上記活動量計の制御部 による骨盤傾斜角推定処理のフローを示す図で

ある。

[ 図 14] 歩幅の大 きさ、上記基準期間の長 さに応 じて使用する重み係数セ ッ 卜

を変更するための参照テ 一 プルの例 を示す図である。

発明を実施するための形態

[0028] 以下、 この発明の実施の形態 を、図面 を参照 しなが ら詳細 に説明する。

[0029] 図 1 は、 この発明の一実施形態の歩行姿勢計 （全体 を符号 1 で示す。）の

シ ス テ ム構成 を示 している。 この歩行姿勢計 1 は、活動量計 1 0 0 と、 ス マ

— 卜フ ォ ン 2 0 0 とを含んでいる。活動量計 1 0 0 とス マ ー トフ ォ ン 2 0 0

とは、 この例では B L E ( B luetooth Low energy ；低消費電力BLuetooth 、 B

uetooth Core Spec i f i cat i on Ve . 4 . 0 こお し、て規定。 ) 信 （こよ って互 し、（こ

通信可能 にな っている。

[0030] 図 2 に示すように、活動量計 1 0 0 は、 ケ 一 シ ング 1 0 0 M と、 この ケ 一

シング 1 0 0 M に搭載 された、制御部 1 1 0 と、発振部 1 1 1 と、加速度セ

ンサ 1 1 2 と、 メ モ リ 1 2 0 と、操作部 1 3 0 と、表示部 1 4 0 と、 B L E

通信部 1 8 0 と、電源部 1 9 0 と、 リセ ッ ト部 1 9 9 とを含む。

[0031 ] ケ 一 シ ング 1 0 0 M は、 この活動量計 1 0 0 を携帯 し易いように、 ヒ 卜の



手 のひ らに収 まる程度 の大 きさに形成 されている。

[0032] 発振部 1 1 1 は、水 晶振動 子 を含み、 この活動量計 1 0 0 の動作 タイ ミン

グの基準 とな るク ロック信号 を発 生す る。発振部 1 1 1 は、 ク ロックジ エネ

レ一タ と しての機 能 を有 す るモジ ュール チ ップで よい。

[0033] 加 速度 セ ンサ 1 1 2 は、 ケ一シ ング 1 0 0 M が受 ける 3 軸 （3 方 向）の加

速度 をそれぞれ検 出 して、制御部 1 1 0 へ 出力す る。加速度 セ ンサ 1 1 2 は

、 3 軸加速度 セ ンサのモジ ュール チ ップで よい。

[0034] メモ リ 1 2 0 は、 R O M (Read On y Memory) と R A M (Random Access M

emory) とを含 む。 R O M は、 この活動量計 1 0 0 を制御 す るための プログラ

厶のデ一タを記憶 す る。 また、 R A M は、 この活動量計 1 0 0 の各種機 能 を

設定す るための設定データ、加速度測 定結果 および演算結果 のデータな どを

'思す な。

[0035] 制御部 1 1 0 は、上記 ク ロック信号 に基 づいて動作 す る C P U (Cent r a l P

rocess i ng Un i t ；中央演算処理装置） を含み、 メモ リ 1 2 0 に記憶 された活

動量計 1 0 0 を制御 す るための プログラム に従 って、加速度 セ ンサ 1 1 2 か

らの検 知信号 に基 づいて、 この活動量計 1 0 0 の各部 （メモ リ 1 2 0 、表示

部 1 4 0 ぉ ょび 1_ 巳通信部 1 8 0 を含 む。 ） を制御 す る。 この制御部 1 1

0 は、 少な くとも、上下軸加速度 および前後軸加速度 の時系列データを処理

す る ことがで きる信号処理 系 を含 む。

[0036] 操 作部 1 3 0 は、 この例 ではボ タ ンスィ ッチか らな り、 電源 オ ン オ フ切

り替 えの操作、表示 内容切 り替 えの操作 な ど、適宜 の操作入力 を受 け付 ける

[0037] 表 示部 1 4 0 は、 この例 では L C D (液 晶表示素子） または有機 E L (ェ

レク ト口ル ミネ ッセ ンス）デ ィス プ レイか らな る表示画面 を含み、 この表示

画面 に制御部 1 1 0 か ら受 けた信号 に従 って所定の情報 を表示 す る。表示部

1 4 0 は、 電源 のオ ン/ オ フ、動作状態等 を点灯、消灯、 点滅、等 で表示 す

る L E D (発 光 ダイオー ド）であ って もよい。

[0038] 電源部 1 9 0 は、 この例 ではボ タ ン電池 か らな り、 この活動量計 1 0 0 の



各部へ電力を供給する。

[0039] B L E 通信部 1 8 0 は、スマー トフォン 2 0 0 との間で リアルタイムで通

信を行 う。例えば、スマー トフォン 2 0 0 へ測定結果を表す情報などを送信

する。 また、スマ一 卜フォン 2 0 0 か ら操作指示を受信する。 B L E 通信部

1 8 0 は、 B L E機能を備えたモジュールチップでよい。

[0040] リセ ッ 卜部 1 9 9 は、スィッチか らな り、制御部 1 1 0 の動作やメモ リ 1

2 0 の記憶内容を リセッ 卜して初期化する。

[0041 ] 図 3 に示すように、スマー トフォン 2 0 0 は、本体 2 0 0 M と、 この本体

2 0 0 M に搭載された、制御部 2 1 0 と、メモ リ2 2 0 と、操作部 2 3 0 と

、表示部 2 4 0 と、 1_ 巳通信部 2 8 0 と、ネッ トワーク通信部 2 9 0 とを

含む。 このスマー トフォン 2 0 0 は、市販のスマー トフォンに、活動量計 1

0 0 への指示を行わせるようにアプリケーシ ョンソフ 卜ウェア （コンビュ一

タプログラム）をインス ト一ル したものである。

[0042] 制御部 2 1 0 は、 C P U およびその補助回路を含み、スマー トフォン 2 0

0 の各部を制御 し、メモ リ2 2 0 に記憶されたプログラムおよびデータに従

つて処理を実行する。すなわち、操作部 2 3 0 、および、通信部 2 8 0 ， 2

9 0 か ら入力されたデータを処理 し、処理 したデータを、メモ リ2 2 0 に記

憶させた り、表示部 2 4 0 で表示させた り、通信部 2 8 0 ， 2 9 0 か ら出力

させた りする。

[0043] メモ リ2 2 0 は、制御部 2 1 0 でプログラムを実行するために必要な作業

領域 として用いられる R A M と、制御部 2 1 0 で実行するための基本的なプ

ログラムを記憶するための R O M とを含む。 また、メモ リ2 2 0 の記憶領域

を補助するための補助記憶装置の記憶媒体 として、半導体メモ リ （メモ リ力

— ド、 S S D (So i d State D i ve) ) な どが用いられてもよい。

[0044] 操作部 2 3 0 は、 この例では、表示部 2 4 0 上に設けられたタツチパネル

か らなつている。なお、キーボー ドその他のハー ドウェア操作デバイスを含

んでいてもよい。

[0045] 表示部 2 4 0 は、表示画面 （例えば L C D または有機 E L デ ィスプレイか



らなる）を含む。表示部 2 4 0 は、制御部 2 1 0 によって制御されて、所定

の画像を表示画面に表示させる。

[0046] B L E 通信部 2 8 0 は、活動量計 1 0 0 との間で リアルタイ厶で通信を行

う。例えば、活動量計 1 0 0 へ操作指示を送信する。 また、活動量計 1 0 0

か ら測定結果を表す情報などを受信する。

[0047] ネ ッ トワーク通信部 2 9 0 は、制御部 2 1 0 か らの情報をネッ トワーク 9

0 0 を介 して他の装置へ送信するとともに、他の装置か らネッ 卜ワーク 9 0

0 を介 して送信されてきた情報を受信 して制御部 2 1 0 に受け渡すことがで

きる。

[0048] 例 えば図 4 ( A ) に示すように、 この歩行姿勢計 1 が例えばユーザとして

の被測定者 9 0 によって使用される場合、活動量計 1 0 0 が装着ク リップ 1

0 0 C (図 1 中に示す）によって被測定者 9 0 の正中線 9 1 上の腰の背面側

に装着される。

[0049] この例では、図 4 ( B ) に示すように、被測定者 9 0 にとつて前後方向を

X 軸、左右方向をY 軸、上下方向を Z 軸 とする。そ して、活動量計 1 0 0 の

加速度センサ 1 1 2 は、被測定者 9 0 が前方へ歩行するのに伴 ってケ一シン

グ 1 0 0 M が受けるX 軸 （前後軸）の加速度、 Y 軸 （左右軸）の加速度、 Z

軸 （上下軸）の加速度をそれぞれ出力するものとする。

[0050] この歩行姿勢計 1 によって測定を行 う場合、被測定者 9 0 は、活動量計 1

0 0 とスマー トフォン 2 0 0 の電源をオンする。それとともに、スマ一 トフ

オン 2 0 0 のアプリケーシ ョンソフ トウェアを起動 して、操作部 2 3 0 、 B

L E 通信部 2 8 0 を介 して、活動量計 1 0 0 へ測定スター トを指示する。

[0051 ] その状態で、被測定者 9 0 は前方へ真 っ直 ぐに所定の歩数、 この例では 1

0 歩だけ歩行する。そ して、被測定者 9 0 は、スマー トフォン 2 0 0 の操作

部 2 3 0 、 B L E 通信部 2 8 0 を介 して、活動量計 1 0 0 へ演算および演算

結果の出力を指示する。

[0052] すると、活動量計 1 0 0 の制御部 1 1 0 は演算部 として働いて、後述する

演算を行 う。そ して、その演算結果を表す情報を B L E 通信部 1 8 0 を介 し



て、スマー トフォン 2 0 0 へ送信する。

[0053] 図 1 2 は、活動量計 1 0 0 の制御部 1 1 0 による動作 フローを示 している

。活動量計 1 0 0 の制御部 1 1 0 は、電源がオンされると、ステ ップS 1 に

示すように、スマー トフォン 2 0 0 か らの測定スター 卜の指示を待つ。スマ

- 卜フォン 2 0 0 か らの測定スター 卜の指示を受信すると （ステ ップS 1 で

Y E S ) 、 ステ ップS 2 に示すように、制御部 1 1 0 は、加速度センサ 1 1

2 による 3 軸方向加速度の出力を取得する。加速度センサ 1 1 2 の出力の取

得は、 この例では 1 0 歩分の加速度時系列データを含む期間と して、予め定

め られた期間 （例えば 1 4 秒間）だけ行われる。取得 された加速度の時系列

データは、 メモ リ 1 2 0 に一旦記憶 される。次に、制御部 1 1 0 は、ステ ツ

プS 3 に示すように、スマ一 卜フォン 2 0 0 か らの測定スター 卜の指示を待

つ。スマー トフォン 2 0 0 か らの演算の指示を受信すると （ステ ップS 3 で

Y E S ) 、 ステ ップS 4 に示すように、制御部 1 1 0 は、骨盤の傾斜角に対

応する量の算出を行 う。そ して、ステ ップS 5 に示すように、制御部 1 1 0

は評価部 と して働いて、その演算結果 （骨盤傾斜角推定結果）を用いて、被

測定者の歩行中の姿勢の前後方向の傾 きの程度 を多段的に評価する。その後

、ステ ップS 6 に示すように、その評価の結果をスマー トフォン 2 0 0 へ出

力 （送信）する。なお、制御部 1 1 0 は、少な くとも一歩分の加速度時系列

データが得 られ次第、ステ ップS 4 の処理 を実行 してもよい。その場合、ス

テ ツプS 3 と して示 した判断のステ ツプは省略されてもよい。

[0054] 図 5 ( A ) は、骨盤傾斜角の定義 を説明する図である。本図は、 ヒ 卜の腰

部 を横か ら見たときの模式図であって、骨盤 P V が、三角形で表現 されてい

る。本明細書 において、骨盤傾斜角 は、時計回転方向を正 と して、上前腸

骨棘 A S I S (ASIS : Anter i o r Supe i o r 1 ac Sp i ne) か ら上後腸骨棘 P S I

S (PSIS : Poster i o r Supe i o r 1 ac Sp i ne) に向か う線分が水平 H となす角

である。 また、以下の説明では、 + 3 度未満の骨盤傾斜角 を歩行姿勢 「後

傾」 と対応付 け、 + 3 度以上 + 1 2 度未満の骨盤傾斜角 を、歩行姿勢 「真

中」 と対応付 け、 + 1 2 度以上の骨盤傾斜角 を、歩行姿勢 「前傾」 と対応



付けすることとする。なお、上記境界値は一例であって、その他の境界値で

あってもよい。また、上記例では、姿勢を 「前傾」 「真中」 「後傾」の三段

階に区分けしているが、その他の段数であってもよい。

[0055] 図 5 ( B ) 〜 （D ) は、それぞれ、 ヒ卜の歩行姿勢 「後傾」、 「真中」、

「前傾」の例を示す模式図である。図 5 ( B ) を参照すれば判るように、歩

行姿勢 「後傾」で歩 く傾向を有するヒ卜は、反つくり返ったような姿勢で歩

行する。 （ほかに、 「後傾」のヒ卜には、極めて強い猫背姿勢で歩行するヒ

卜もいる。）図 5 ( C ) は、歩行姿勢 「真中」の例図である。このように、

歩行姿勢 「真中」で歩 くヒ卜は、背中がまっすぐに上方に伸びており、正 し

く （美 しく）歩 くことができている。図 5 ( D ) を参照すれば、歩行姿勢 「

前傾」で歩 く傾向を有するヒ卜は、前かがみでうつむき気味の姿勢で歩行す

る。 （ほかに、 「前傾」のヒ卜には、おなかを突き出した姿勢で歩行するヒ

卜もいる。）

[0056] 図 6 は、 ヒ卜の歩容と、歩行周期のうち 1歩分に相当する基準期間 （図中

のT 7 ( = S t e p T ) ) の間に、腰に装着された活動量計 1 0 0 の加速度

センサ 1 1 2 から出力される上下軸加速度 （鉛直上方を正とするZ 軸方向加

速度）の時間変化波形の典型例との関係を示す図である。

[0057] 繰 り出された前足 （図では右足）の踵が移動面と接地するタイミング （踵

接地タイミング）の近傍において、上下軸加速度は、ゼロクロス点を通過 し

て負から正へ転 じる。

[0058] その後、上下軸加速度には、 3 つのピーク （極大点） （P ，（時間 t = T ，

) 、 P 2 (時間 t = T 3 ) 、 P 3 (時間 t = T 5 ) ) およびその間の谷 （極小点

) ( V ，（時間 t = T 2 ) 、 V 2 (時間 t = T 4 ) ) が現れる。歩容における、

立脚 （図では右足）と遊脚 （図では左脚）とが進行方向に関 して略一致する

タイミング （立脚中期タイミング）は、第 3 のピークP 3 が現れたタイミン

グ近傍に対応する。

[0059] 歩容における立脚中期タイミングを超えると、上下軸加速度は、再びゼロ

クロス点を通過 して正から負に転 じ、最小点 （V 3 (時間 t = T 6 ) ) を通過



し、やがて時間 t = τ 7 において再度ゼロクロス点 （時間 t = T 7 ) を通過 し

て負か ら正へ転 じる。時間 t = τ 7 におけるゼロクロス点は、 （図では左足を

前足 とする）次の一歩の踵接地タイミングである。

[0060] このように、上下軸加速度 には、 ヒ 卜の歩行の一歩の間に図示 して説明 し

たような波形が現れる。本明細書では、前足の踵が接地 したタイミング （踵

接地タイミング）か ら次の踵接地タイミングまでの期間 （S t e ρ Τ ) を、

基準期間と して規定する。なお、以下の説明において特 に区別する必要があ

る場合 に限 り、左足の踵接地タイミングか ら右足の踵接地タイミングまでの

期間を左足基準期間と称 し、右足の踵接地タイミングか ら左足の踵接地タイ

ミングまでの期間を右足基準期間と称することと して、左足による一歩 と右

足による一歩のそれぞれの基準期間を区別する。

[0061 ] 上方を正 とする前記上下軸加速度の時間的な変化波形 においては、加速度

値が負か ら正へ変化するゼロクロス点の出現タイミングか ら次の負か ら正へ

変化するゼロクロス点の出現タイミングまでの期間が一基準期間に相当する

[0062] 上述の制御部 1 1 0 は、図 1 2 のステ ップS 4 の処理 （骨盤傾斜角推定処

理）において、少な くとも一基準期間にわたる上下軸加速度の時間的な変化

波形 と前後軸加速度の時間的な変化波形 とを用いて、被測定者の歩行中の姿

勢の前後方向の傾 きに対応する量を算出する。 ここでは、進行方向の前傾

後傾の程度 に対応する量 と して、踵接地タイミングにおける被測定者の骨盤

傾斜角 ，と、同一基準期間における立脚中期タイミングにおける被測定者の

骨盤傾斜角 2 との平均骨盤傾斜角 θ = θ + θ 2 ) / 2 ) を用いる。な

お、前後方向の傾 きの程度 に対応する量は、平均骨盤傾斜角 に限定される

ものではない。

[0063] 以下、図 1 2 のステ ップS 4 の処理 （骨盤傾斜角推定処理）について、図

7 〜図 1 1 のグラフ、図 1 3 のフローチヤ一 卜、および、図 1 4 の参照表 を

参照 して詳細 に説明する。図 1 3 のフローチヤ一 卜の各ステ ップは、上述の

制御部 1 1 0 により実行されればよい。なお、当該各ステ ップの実行主体は



、制御部 1 1 0 に代えて、制御部 2 1 0 であってもよい。

[0064] 図 1 3 のフローチヤ一 卜を参照すれば、ステップS 4 1 において、制御部

1 1 0 は、ステップS 2 において取得 した三軸加速度の時間変化波形から、

上下軸 （三軸）加速度時系列データ （図 7 ) および前後軸 （X 軸）加速度時

系列データ （図 1 0 ) を生成 し、生成 した上下軸加速度時系列データから負

から正へ転 じるゼロクロス点のタイミング （図 7 における下横軸の時間 t =

約 6 . 2 (上横軸における時間 t = 0 ) ) を検出し、 （当該ゼロクロス点が

踵接地タィミングと略一致するという実験的事実に基づいて）検出したタイ

ミングを踵接地タイミングとして特定する。制御部 1 1 0 は、次の負から正

へ転 じるゼロクロス点を同様にして検出し、当該タイミングを次の一歩の基

準期間の始期として （現基準期間の周期）特定する。これにより、基準期間

( S t e p T ) が確定される。

[0065] 次に、ステップS 4 2 において、制御部 1 1 0 は、上下軸加速度時系列デ

—タ （図 7 ) から上下軸速度時系列データ （図 8 ) および上下軸軌道時系列

データ （図 9 ) を算出する。

[0066] 次に、ステップS 4 3 において、制御部 1 1 0 は、前後軸加速度時系列デ

—タ （図 1 0 ) から前後軸速度時系列データ （図 1 1 ) を算出する。

[0067] 次に、ステップS 4 4 において、制御部 1 1 0 は、上下軸加速度の時間変

化および前後軸加速度の時間変化の特徴を示す特徴パラメ一タを導出する。

制御部 1 1 0 は、上下軸加速度の時系列データ、上下軸速度の時系列データ

、および、上下軸軌道の時系列データの少なくともいずれか 1 つを用いて上

下軸加速度の時間変化の特徴を示す特徴パラメ一タを導出する。同様に、制

御部 1 1 0 は、前後軸加速度の時系列データ、および、前後軸速度の時系列

データの少なくともいずれか 1 つを用いて前後軸加速度の時間変化の特徴を

示す特徴パラメータを導出する。ステップS 4 4 において導出すべき対象は

、各軸加速度の時間変化の特徴を表す特徴量であるが、特徴量によっては、

各軸速度、軌道の時間変化の時系列データを用いる方が導出容易である場合

がある。そのため、制御部 1 1 0 は、各軸の速度の時系列データや軌道の時



系列データを用いて、各軸の加速度の時間変化の特徴 を表す量 （特徴パラメ

—タ）を導出する。

[0068] 本実施の形態においては、特徴パラメータは 3 3 種 （特徴パラメータ P R

M 1 〜 P R M 3 3 、即ち、 P R M i ( i ：1 〜 3 3 の整数。））存在する。

以下、各特徴パラメータについて詳細 に説明する。なお、特徴パラメータの

種類の数、および、各特徴パラメ一夕の定義は、一例であって、異なる種類

数および定義の特徴パラメータを用いてもよい。

[0069] 先ず、図 7 を参照 し、第 1 の特徴パラメータ P R M 1 か ら第 1 2 の特徴パ

ラメ一タ P R M 1 2 までの 1 2 種類の特徴パラメータについて説明する。

[0070] 第 1 の特徴パラメータ P R M 1 ( Z 軸加速度第 1極大点タイミング比）に

ついて ：

特徴パラメータ P R M 1 は、上下軸加速度 について基準期間における最初

の ピーク、即ち、負か ら正に転 じるゼロクロス点を基準 と したとき最初に現

れる極大点の出現タイミングに関するパラメータである。例えば、 P R M 1

は、当該タイミング T Z A P 1を基準期間 S t e p T で規格化することで得 られ

る無次元量 T Z A P 1 S t e p T である。

[0071 ] 第 2 の特徴パラメータ P R M 2 ( Z 軸加速度第 2 極大点タイミング比）に

ついて ：

特徴パラメータ P R M 2 は、上下軸加速度 について基準期間における第 2

の ピーク、即ち、負か ら正に転 じるゼロクロス点を基準 と したとき 2 番 目に

現れる極大点の出現タイミングに関するパラメータである。例えば、 P R M

2 は、当該タイミング T Z A P 2 を基準期間 S t e p T で規格化することで得 ら

れる無次元量 T Z A P 2 S t e p T である。

[0072] 第 3 の特徴パラメータ P R M 3 ( Ζ 軸加速度第 3 極大点タイミング比）に

ついて ：

特徴パラメータ P R M 3 は、上下軸加速度 について基準期間における第 3

の ピーク、即ち、負か ら正に転 じるゼロクロス点を基準 と したとき3 番 目に

現れる極大点の出現タイミングに関するパラメータである。例えば、 P R M



3 は、当該タイミングT Z A P3を基準期間S t e p T で規格化することで得 ら

れる無次元量 T Z A P3 S t e p T である。

[0073] 第 4 の特徴パラメータ P R M 4 ( Ζ 軸加速度第 2 極小点タイミング比）に

ついて ：

特徴パラメータ P R M 4 は、上下軸加速度について基準期間における第 2

の谷、即ち、負から正に転 じるゼロクロス点を基準としたとき2 番目に現れ

る極大点と3 番目に現れる極大点との間に存在する極小点の出現タイミング

に関するパラメータである。例えば、 P R M 4 は、当該タイミングT Z AV 2を

基準期間S t e p T で規格化することで得 られる無次元量 T Z AV 2 S t e p

T である。

[0074] 第 5 の特徴パラメータ P R M 5 ( Ζ 軸加速度第 1極大点振幅比）について

特徴パラメータ P R M 5 は、上下軸加速度について基準期間における最初

のピーク、即ち、負から正に転 じるゼロクロス点を基準としたとき最初に現

れる極大点の大きさに関するパラメータである。例えば、 P R M 5 は、当該

点の値 Z A Ρ 1 を 2 番目に現れる極大点の値 Z A P 2 で規格化することで得

られる無次元量 Z A P 1 Z A P 2 である。

[0075] 第 6 の特徴パラメータ P R M 6 ( Z 軸加速度第 3 極大点振幅比）について

特徴パラメータ P R M 6 は、上下軸加速度について基準期間における第 3

のピーク、即ち、負から正に転 じるゼロクロス点を基準としたとき3 番目に

現れる極大点の大きさに関するパラメータである。例えば、 P R M 6 は、当

該点の値 Z A P 3 を 2 番目に現れる極大点の値 Z A P 2 で規格化することで

得 られる無次元量 Z A P 3 Z A P 2 である。

[0076] 第 7 の特徴パラメータ P R M 7 ( Z 軸加速度第 2 極小点振幅比）について

特徴パラメータ P R M 7 は、上下軸加速度について基準期間における第 2

の谷、即ち、負から正に転 じるゼロクロス点を基準としたときに2 番目に現



れる極大点と3 番目に現れる極大点との間に存在する極小点の大きさに関す

るパラメータである。例えば、P R M 7 は、当該点の値Z A V 2 を2 番目に

現れる極大点の値Z A P 2 で規格化することで得られる無次元量Z A V 2 /

Z A P 2 である。

[0077] 第8 の特徴パラメータP R M 8 ( Z軸加速度最小点タイミング比）につい

て：

特徴パラメータP R M 8 は、上下軸加速度について基準期間における最小

点の出現タイミングに関するパラメータである。例えば、P R M 8 は、当該
タイミングT Z AMNを基準期間S t e p T で規格化することで得られる無次元

量Τ t e p 'める。

[0078] 第9 の特徴パラメータP R M 9 ( Z軸加速度最小点値）について：

特徴パラメータP R M 9 は、上下軸加速度について基準期間における最小

点の大きさに関するパラメータである。例えば、P R M 8 は、当該点の値Z

A M N (単位は[ m s e c 2] ) である。

[0079] 第 1 0 の特徴パラメータP R M 1 0 ( Z軸加速度第 1極大点最小点差）に

ついて：

特徴パラメータP R M 1 0 は、上下軸加速度について基準期間における最

初のピーク、即ち、負から正に転じるゼロクロス点を基準としたとき最初に

現れる極大点の大きさと同一基準期間における最小点の大きさの差に関する

パラメータである。例えば、P R M 1 0 は、Z A P 1 —Z A M N (単位は[ m

/ s e c 2 ] ) である。

[0080] 第 1 1の特徴パラメータP R M 1 1 ( Z軸加速度第2極大点最小点差）に

ついて：

特徴パラメータP R M 1 1は、上下軸加速度について基準期間における第

2 のピーク、即ち、負から正に転じるゼロクロス点を基準としたとき2 番目

に現れる極大点の大きさと同一基準期間における最小点の大きさの差に関す

るパラメータである。例えば、P R M 1 1は、Z A P 2 —Z A M N (単位は[

m s e c 2」) でめる。



[0081 ] 第 1 2 の特徴パラメータ P R M 1 ( Z 軸加速度第 3 極大点最小点差）に

ついて ：

特徴パラメータ P R M 1 2 は、上下軸加速度 について基準期間における第

3 の ピーク、即ち、負か ら正に転 じるゼロクロス点を基準 と したとき3 番 目

に現れる極大点の大 きさと同一基準期間における最小点の大 きさの差 に関す

るパラメータである。例えば、 P R M 1 2 は、 Z A P 3 — Z A M N (単位は[

m s e c 2 」) でめる。

[0082] 次 に、図 8 を参照 し、第 1 3 の特徴パラメータ P R M 1 3 か ら第 1 6 の特

徴パラメータ P R M 1 6 までの 4 種類の特徴パラメータについて説明する。

[0083] 第 1 3 の特徴パラメータ P R M 1 3 ( Z 軸速度最大点タイミング比）につ

いて ：

特徴パラメータ P R M 1 3 は、上下軸加速度の一階積分 （上下軸速度）に

ついての基準期間における最大点の出現タイミングに関するパラメータであ

る。例えば、 P R M 1 3 は、当該タイミング T Z VMX を基準期間 S t e p T で

規格化することで得 られる無次元量 T Z VMX S t e p T である。

[0084] 第 1 4 の特徴パラメータ P R M 1 4 ( Z 軸速度最大点前 9 0 % タイミング

比 ) について ：

特徴パラメータ P R M 1 4 は、上下軸加速度の一階積分 （上下軸速度）に

ついて基準期間において初めて最大点の 9 0 % に到達 したタイミングに関す

るパラメ一タである。例えば、 P R M 1 4 は、当該タイミング T Z VMX9 0 を基

準期間 S t e p T で規格化することで得 られる無次元量 T Z VMX9 0 S t e p

T である。

[0085] 第 1 5 の特徴パラメータ P R M 1 5 ( Z 軸速度最大点前 8 0 % タイミング

比 ) について ：

特徴パラメータ P R M 1 5 は、上下軸加速度の一階積分 （上下軸速度）に

ついて基準期間において初めて最大点の 8 0 % に到達 したタイミングに関す

るパラメ一タである。例えば、 P R M 1 5 は、当該タイミング T Z VMX8 0 を基

準期間 S t e p T で規格化することで得 られる無次元量 T Z VMX8 0 S t e p



T である。

[0086] 第 1 6 の特徴パラメータ P R M 1 6 ( Ζ 軸速度最大点前 5 0 %タイミング

比) について ：

特徴パラメータ P R M 1 6 は、上下軸加速度の一階積分 （上下軸速度）に

ついて基準期間において初めて最大点の 5 0 % に到達 したタイミングに関す

るパラメ一タである。例えば、 P R M 1 6 は、当該タイミングT Z VMX 5 0を基

準期間S t e p T で規格化することで得 られる無次元量 T Z VMX 5 0 S t e p

T である。

[0087] 次に、図 9 を参照 し、第 1 7 の特徴パラメータ P R M 1 7 から第 2 2 の特

徴パラメータ P R M 2 2 までの 6 種類の特徴パラメータについて説明する。

[0088] 第 1 7 の特徴パラメータ P R M 1 7 ( Ζ 軸軌道最大点タイミング比）につ

いて ：

特徴パラメータ P R M 1 7 は、上下軸加速度の二階積分 （上下軸軌道）に

ついての基準期間における最大点の出現タイミングに関するパラメータであ

る。例えば、 P R M 1 7 は、当該タイミングΤ Ζ ΤΜΧ を基準期間S t e ρ Τ で

規格化することで得 られる無次元量 T Z TMX S t e p T である。

[0089] 第 1 8 の特徴パラメータ P R M 1 8 ( Z 軸軌道最小点タイミング比）につ

いて ：

特徴パラメータ P R M 1 8 は、上下軸加速度の二階積分 （上下軸軌道）に

ついての基準期間における最小点の出現タイミングに関するパラメータであ

る。例えば、 P R M 1 8 は、当該タイミングT Z TMN を基準期間S t e p T で

規格化することで得 られる無次元量 T Z TMN S t e p T である。

[0090] 第 1 9 の特徴パラメータ P R M 1 9 ( Z 軸軌道中立点タイミング比）につ

いて ：

特徴パラメータ P R M 1 9 は、上下軸加速度の二階積分 （上下軸軌道）に

ついて （期間境界を含まない）基準期間におけるゼロ点 （軌道中立点）の出

現タイミングに関するパラメータである。例えば、 P R M 1 9 は、当該タイ

ミングT Z T NT Lを基準期間S t e p T で規格化することで得 られる無次元量 T



ZT NTLZ S t e p T である。

[0091 ] 第 2 0 の特徴パラメータ P R M 2 0 ( Z 軸軌道最大点値）について ：

特徴パラメータ P R M 2 0 は、上下軸加速度の二階積分 （上下軸軌道）に

ついての基準期間における最大点の大きさに関するパラメータである。例え

ば、 P R M 2 0 は、当該点の値 Z T M X (単位は[ m ] ) である。

[0092] 第 2 1 の特徴パラメータ P R M 2 1 ( Z 軸軌道最小点値）について ：

特徴パラメータ P R M 2 1 は、上下軸加速度の二階積分 （上下軸軌道）に

ついての基準期間における最小点の大きさに関するパラメータである。例え

ば、 P R M 2 1 は、当該点の値 Z T M N (単位は[ m ] ) である。

[0093] 第 2 2 の特徴パラメータ P R M 2 2 ( Z 軸軌道最大点最小点差）について

特徴パラメータ P R M 2 2 は、上下軸加速度の二階積分 （上下軸軌道）に

ついて基準期間における最大点の大きさと同一基準期間における最小点の大

きさの差に関するパラメータである。例えば、 P R M 2 2 は、 Z T M X — Z

T M N (単位は[ m ] ) である。

[0094] 以上、第 1 の特徴パラメータ P R M 1 か ら第 2 2 の特徴パラメータ P R M

2 2 は、上下軸加速度の時間変化の特徴 を示す特徴パラメ一タである。以下

では、前後軸加速度の時間変化の特徴 を示す特徴パラメ一夕について説明す

る。

[0095] 図 1 0 を参照 し、第 2 3 の特徴パラメータ P R M 2 3 か ら第 2 8 の特徴パ

ラメ一タ P R M 2 8 までの 6 種類の特徴パラメータについて説明する。

[0096] 第 2 3 の特徴パラメータ P R M 2 3 ( X 軸加速度第 1極大点タイミング比

) について ：

特徴パラメータ P R M 2 3 は、前後軸加速度について基準期間において最

小点の後で現れる最初の ピーク、即ち、最小点負か ら正に転 じるゼロクロス

点を基準 としたとき最初に現れる極大点の出現タイミングに関するパラメ一

タである。例えば、 P R M 2 3 は、当該タイミング T X A P 1を基準期間 S t e

p T で規格化することで得 られる無次元量 T X A P 1 S t e p T である。



[0097] 第 2 4 の特徴パラメータ P R M 2 4 ( X 軸加速度第 2 極大点タイミング比

) について ：

特徴/ 《ラメ一タ P R M 2 4 は、前後軸加速度について基準期間において最

小点の後で 2 番目に現れるピーク、即ち、最小点負から正に転 じるゼロクロ

ス点を基準としたとき2 番目に現れる極大点の出現タイミングに関するパラ

メータである。例えば、 P R M 2 4 は、当該タイミングT X A P2を基準期間S

t e p T で規格化することで得 られる無次元量 T X A P2 S t e p T である。

[0098] 第 2 5 の特徴パラメータ P R M 2 5 ( X 軸加速度最小点タイミング比）に

ついて ：

特徴パラメータ P R M 2 5 は、前後軸加速度について基準期間において現

れる最小点の出現タイミングに関するパラメータである。例えば、 P R M 2

5 は、当該タイミングΤ ΧΑΜΝ を基準期間S t e p T で規格化することで得 ら

れる無次元量 T XAMN S t e p T である。

[0099] 第 2 6 の特徴パラメータ Ρ R M 2 6 ( X 軸加速度第 1極大点値）について

特徴パラメータ P R M 2 6 は、前後軸加速度について基準期間において最

小点の後で現れる最初のピーク、即ち、最小点負から正に転 じるゼロクロス

点を基準としたとき最初に現れる極大点の大きさに関するパラメータである

。例えば、 P R M 2 6 は、当該点の値X A P 1 (単位は[ m s e c 2 ] ) であ

る。

[01 00] 第 2 7 の特徴パラメータ P R M 2 7 ( X 軸加速度第 2 極大点振幅比）につ

いて ：

特徴/ 《ラメ一タ P R M 2 7 は、前後軸加速度について基準期間において最

小点の後で 2 番目に現れるピーク、即ち、最小点負から正に転 じるゼロクロ

ス点を基準としたとき2 番目に現れる極大点の大きさに関するパラメータで

ある。例えば、 P R M 2 7 は、当該点の値X A P 2 を 1番目の極大点の値で

規格化することで得 られる無次元量X A P 2 X A P 1 である。

[01 0 1 ] 第 2 8 の特徴パラメータ P R M 2 8 ( X 軸加速度最小点値）について ：



特徴パ ラメータ P R M 2 8 は、前後軸加速度 について基準期間における最

小点の大 きさに関するパ ラメータである。例 えば、 P R M 2 8 は、 当該点の

値 X A M N (単位 は [ m s e c 2 ] ) である。

[01 02] 最後 に、図 1 1 を参照 し、第 2 9 の特徴パ ラメータ P R M 2 9 か ら第 3 3

の特徴パ ラメータ P R M 3 3 までの 5 種類の特徴パ ラメータについて説明す

る。

[01 03] 第 2 9 の特徴パ ラメータ P R M 2 9 ( X 軸速度最大点タイミング比）につ

いて ：

特徴パ ラメータ P R M 2 9 は、前後軸加速度の一階積分 （前後軸速度）に

ついての基準期間における最大点の出現 タイミングに関するパ ラメータであ

る。例 えば、 P R M 2 9 は、 当該タイミング T XVMX を基準期間 S t e p T で

規格化することで得 られる無次元量 T Z VMX S t e p T である。

[01 04] 第 3 0 の特徴パ ラメータ P R M 3 0 ( X 軸速度最大点前 9 0 % タイミング

比 ) について ：

特徴パ ラメータ P R M 3 0 は、前後軸加速度の一階積分 （前後軸速度）に

ついて基準期間において初めて最大点の 9 0 % に到達 したタイミングに関す

るパ ラメ一タである。例 えば、 P R M 3 0 は、 当該タイミング T XVMX9 0 を基

準期間 S t e p T で規格化することで得 られる無次元量 T XVMX9 0 S t e p

T である。

[01 05] 第 3 1 の特徴パ ラメータ P R M 3 1 ( X 軸速度最大点前 8 0 % タイミング

比 ) について ：

特徴パ ラメータ P R M 3 1 は、前後軸加速度の一階積分 （前後軸速度）に

ついて基準期間において初めて最大点の 8 0 % に到達 したタイミングに関す

るパ ラメ一タである。例 えば、 P R M 3 1 は、 当該タイミング T XVMX8 0 を基

準期間 S t e p T で規格化することで得 られる無次元量 T XVMX8 0 S t e p

T である。

[01 06] 第 3 2 の特徴パ ラメータ P R M 3 2 ( X 軸速度最小点タイミング比）につ

いて ：



特徴パラメータP R M 3 2 は、前後軸加速度の一階積分 （前後軸速度）に

ついての基準期間における最小点の出現タイミングに関するパラメータであ

る。例えば、 P R M 3 2 は、当該タイミングT XVMN を基準期間S t e p T で

規格化することで得られる無次元量T XVMN S t e p T である。

[01 07] 第 3 3 の特徴パラメータP R M 3 3 ( X 軸速度最小点前 5 0 %タイミング

比) について ：

特徴パラメータP R M 3 3 は、前後軸加速度の一階積分 （前後軸速度）に

ついて基準期間において初めて最小点の5 0 %に到達 したタイミングに関す

るパラメータである。例えば、 P R M 3 3 は、当該タイミングT XVMN 5 0を基

準期間S t e p T で規格化することで得られる無次元量T XVMN 5 0 S t e p

T である。

[01 08] 以上が本実施の形態において制御部 1 1 0 が導出する3 3 種類の特徴パラ

メータである。これらの特徴パラメータP R M 1〜P R M 3 3 は、後述する

ようにステップS 4 6 (図 1 3 ) において、重み付け加算される。本実施の

形態においては、次式で表される特徴パラメータP R M 1〜P R M 3 3 につ

いての重み付け加算、

[数1]

=k + ki RM i ひ）

により、上述 した平均骨盤傾斜角 [degree] が得られる。ここで重み付け加

算に用いられる重み係数 （k ，， k 2，. . . ， k 3 2， k 3 3 ) および定数項 k

0 ( k 。〜 k 3 3は、ゼロを含む実定数。）は、後述するようにステップS 4 5

a 〜S 4 5 c (図 1 3 ) において、被測定者の歩幅および/ または基準期間

に応 じて適切に決定される。

[01 09] 図 1 3 に戻り、特徴パラメータ導出後の処理について説明する。ステップ

S 4 5 a において、制御部 1 1 0 は、上下軸軌道時系列データ （図9 ) を用

いて、被測定者の歩幅の広狭を評価する。制御部 1 1 0 は、例えば、一基準

期間における上下軸軌道の最大値と最小値との差 （図9 におけるZ T P P )



の大 きさに基づいて、被測定者の歩幅 を推定する。 当該推定は、予め実験的

に求めた、上下軸軌道の最大値 と最小値 との差 Z T P P と、歩幅 との変換テ

—プル （変換式）等 を用いて行えばよい。

[01 10] 次 に、ステ ップ S 4 5 b において、制御部 1 1 0 は、上下軸加速度時系列

データ （図 7 ) を用いて、被測定者の歩行周期の うち 1 歩分 に相 当する基準

期間を求める。制御部 1 1 0 は、例 えば、負か ら正へ転 じるゼ ロクロス点 と

、負か ら正へ転 じるゼ ロクロス点 と、の間の時間間隔、即ち、基準期間 S t

e p T を求めればよし、。

[01 11] 次 に、ステ ップ S 4 5 c において、制御部 1 1 0 は、上記式 1 による平均

骨盤傾斜角 の算出に用いる重み係数 を決定する。図 1 4 は、重み係数セ ッ

卜の決定に用いる参照テ一プルである。制御部 1 1 0 は、先ず、ステ ップ S

4 5 a で評価 した被測定者の歩幅の広狭 にもとづ き、被測定者の歩幅が 「小

さい」か、 「中程度」か、 「大 きい」かを判定する。次 に、制御部 1 1 0 は

、上記 した歩幅の判定を踏 まえ、 さ らに、基準期間が 「短い」か、 「中程度

」か、 「長い」か、 を判定することによ り、使用する重み係数セ ッ トK mn (

m ：1 , 2 ， 3 、 n ：1 , 2 ， 3 ) を決定する。重み係数セ ッ 卜K mnは、そ

れぞれ、式 1 で用い られる重み係数 （k ，， k 2， ， k 3 2 , k 3 3 ) およ

び定数項 k 。を備 えたセ ッ 卜である。例 えば、重み係数セ ッ 卜K ，，は、歩幅が

比較的小 さ くかつ基準期間が比較的短いという共通の特徴 を備 えた数多 くの

被測定者か らなる群 について式 1 によ り平均骨盤傾斜角 が精度良 く算出で

きるように、実験的に求めた重み係数 および定数項の値の集合である。 同様

、重み係数セ ッ トK 3 3 は、式 1 によ り平均骨盤傾斜角 が精度良 く算出で き

るように、歩幅が比較的大 きくかつ基準期間が比較的長いという共通の特徴

を備 えた数多 くの被測定者か らなる群 について実験的に求めた重み係数 およ

び定数項の値の集合である。他 の重み係数セ ッ トも、それぞれ、 同様 に して

実験的に得た重み係数の値 および定数項の値の集合である。

[01 12] なお、ステ ップ S 4 5 a 〜 S 4 5 c までの処理 は、被測定者の歩幅および

/ または基準期間に応 じて複数の重み係数セ ッ 卜を備 える場合 に式 1 の評価



に用いる重み係数 を選択するために行 う処理である。 したが って、制御部 1

1 0 が用いる重み係数セ ッ 卜が 1 つである場合 には、ステ ップ S 4 5 a 〜 S

4 5 c までの処理 はスキ ップされてよい。

[01 13] ステ ップ S 4 6 において、制御部 1 1 0 は、ステ ップ S 4 4 で算出 した特

徴パ ラメータ P R M 1 〜 P R M 3 3 と、ステ ップ S 4 5 c において決定 した

重み係数セ ッ トK mn とを用いて、次式

[数 2]

ここで、 P R M i ( i ：1 〜 3 3 の整数）は、ステ ップ S 4 4 で求めた特徴パ

ラメ一タであ り、 k mn , 。および k mn , ； ( i ：1 〜 3 3 の整数）は、重み係数

セ ッ 卜K mn に含 まれる定数項 および重み係数である。

[01 14] 図 1 2 に戻 り、ステ ップ S 5 において、制御部 1 1 0 は、ステ ップ S 4 で

求めた平均骨盤傾斜角 にもとづ き、被測定者の歩行中の姿勢が、 「前傾」

であるか、 「真 中」であるか、 「後傾」であるか、判定する （図 5 ( A ) 参

ノ眧>、 ノ）

[01 15] 最後 に、制御部 1 1 0 は、ステ ップ S 5 で得た評価結果 をスマー トフォン

2 0 0 へ 出力 （送信）する （ステ ップ S 6 ) 。

[01 16] スマー トフォン 2 0 0 は、活動量計 1 0 0 か らの情報 を受信すると、合計

点数 とともに評価の結果 を表示部 2 4 0 に表示する。スマー トフォン 2 0 0

の表示部 2 4 0 には、例 えば 「あなたの歩行姿勢は、前傾傾向があ ります。

」 というようにメッセージと して表示 される。なお、表示部 2 4 0 には、 ィ

ラス 卜やアニメーシ ョン等 を用いて前傾 / 後傾の傾向が直感的にわかるよう

な表示 を行 ってもよい。 また、表示部 2 4 0 には、ステ ップ S 4 6 で得た平

均骨盤傾斜角 そのもの、あるいは、 の値 を適切 に処理 して得 られる評価

数値 を表示 してもよい。

[01 17] この表示部 2 4 0 の表示内容 を見て、ユーザは、歩行時の姿勢が前傾 ぎみ

であるか、後傾 ぎみであるか否かを知 ることがで きる。



[01 18 ] こ の よ う に 、 発 明 者 は 、 鋭 意 研 究 の 結 果 、 被 験 者 の 腰 部 に 装 着 さ れ た 加 速

度 セ ン サ か ら 出 力 さ れ る 加 速 度 の 時 間 変 化 の 波 形 の 形 状 の 特 徴 を 捉 え た 1 つ

ま た は 複 数 の 特 徴 量 （特 徴 パ ラ メ 一 タ ） の 重 み 付 け 加 算 の 結 果 が 、 被 験 者 の

歩 行 時 に お け る 骨 盤 の 傾 斜 角 と よ い 相 関 性 を 有 す る こ と を 実 験 的 に 見 い だ し

た 。 こ の 歩 行 姿 勢 計 1 に よ れ ば 、 被 測 定 者 の 歩 行 中 の 姿 勢 に つ い て 前 傾 / 後

傾 で あ る か 否 か を 適 切 に 評 価 で き る 。 ま た 、 こ の 歩 行 姿 勢 計 1 で は 、 加 速 度

セ ン サ 1 1 2 の 出 力 に 基 づ い て 評 価 を 行 っ て い る の で 、 モ ー シ ョ ン キ ヤ プ チ

ャ の よ う な 大 が か り な 設 備 に よ ら ず 、 手 軽 に 評 価 で き る 。

[01 19 ] 上 述 の 実 施 形 態 で は 、 3 3 種 類 の 特 徴 パ ラ メ ー タ P R M 1 〜 P R M 3 3 を

算 出 した が 、 こ れ に 限 ら れ る も の で は な い 。 例 え ば 、 3 3 種 類 の 特 徴 パ ラ メ

— タ P R M 1 〜 P R M 3 3 全 て を 算 出 す る の で は な く、 一 部 の み を 算 出 し、

そ の 特 徴 / 《ラ メ 一 タ の み を 用 い て 、 被 測 定 者 の 歩 行 中 の 前 傾 / 後 傾 の 傾 向 を

評 価 して も よ い 。

[01 20] 上 述 の 実 施 形 態 で は 、 被 測 定 者 の 歩 幅 お よ び / ま た は 基 準 期 間 に 応 じて そ

れ ぞ れ 重 み 係 数 セ ッ ト K m n を 設 定 した が 、 こ れ に 限 ら れ る も の で は な い 。 基

準 期 間 に 代 え て 歩 行 周 期 （左 足 基 準 期 間 と 右 足 基 準 期 間 と を 併 せ た 2 歩 分 の

期 間 に 相 当 す る ） を 用 い 、 被 測 定 者 の 歩 幅 お よ び / ま た は 歩 行 周 期 に 応 じて

そ れ ぞ れ 重 み 係 数 セ ッ 卜 K m n を 設 定 して も よ い 。

[01 2 1 ] 上 述 の 実 施 形 態 で は 、 活 動 量 計 1 0 0 と ス マ ー トフ ォ ン 2 0 0 と は 、 B L

E 通 信 に よ っ て 互 い に 通 信 を 行 っ た が 、 こ れ に 限 ら れ る も の で は な い 。 例 え

ば 、 活 動 量 計 1 0 0 と ス マ ー トフ ォ ン 2 0 0 と は 、 N F C (Near F i e l d Comm

u n i cat i o n ；近 距 離 無 線 通 信 ） に よ っ て 、 ス マ 一 卜フ ォ ン 2 0 0 と 活 動 量 計 1

0 0 と が 互 い に 接 近 した と き に 通 信 を 行 う よ う に して も よ い 。

[01 22] ま た 、 上 述 の 実 施 形 態 で は 、 本 発 明 の 歩 行 姿 勢 計 を 、 活 動 量 計 1 0 0 と ス

マ 一 卜フ ォ ン 2 0 0 と を 含 む シ ス テ ム と して 構 成 した が 、 こ れ に 限 ら れ る も

の で は な い 。

[01 23] 例 え ば 、 本 発 明 の 歩 行 姿 勢 計 を 、 ス マ ー トフ ォ ン 2 0 0 の み で 構 成 して も

良 い 。 そ の 場 合 、 ス マ ー トフ ォ ン 2 0 0 が 加 速 度 セ ン サ を 含 む も の と す る 。



また、スマ一 卜フォン 2 0 0 のメモ リ2 2 0 には、制御部 2 1 0 に、 ヒ 卜の

歩行姿勢が正 しい姿勢であるか否かを定量的に評価するプログラ厶、 よ り詳

しくは、歩行中の姿勢の前傾 / 後傾の程度 を評価するプログラムをィンス 卜

—ルする。 これによ り、本発明の歩行姿勢計 を小型かつコンパ ク トに構成す

ることがで きる。

[01 24] また、そのプログラムは、 アプ リケーシ ョンソフ トウェアと して、 C D 、

D V D 、 フラッシュメモ リな どの記録媒体 に記録することがで きる。 この記

録媒体 に記録 されたアプ リケーシ ョンソフ トウェアを、スマー トフォン、パ

—ソナル コンピュータ、 P D A (パー ソナル デジタル アシスタンッ）な

どの実質的なコンピュータ装置 にィンス 卜一ルすることによって、それ らの

コンピュータ装置 に、 ヒ 卜の歩行姿勢が正 しい姿勢であるか否かを定量的に

評価する方法 を実行 させ ることがで きる。

符号の説明

[01 25] 1 歩行姿勢計

1 0 0 活動量目十

1 1 2 加速度センサ

1 1 0 制御部 C P U

1 2 0 メモ リ

1 8 0 B L E 通信部

2 0 0 スマ一 卜フォン

2 1 0 制御部

2 2 0 メモ リ

2 9 0 ネ ッ 卜ヮ一ク通信部

2 3 0 操作部

2 4 0 表示部

2 8 0 B L E 通信部



請求の範囲

被測定者の歩行姿勢 を評価する歩行姿勢計であ って、

被測定者の腰の正中線上 に装着 される加速度センサ と、

前記加速度センサが出力する上下軸加速度の時間的な変化波形 と前

後軸加速度の時間的な変化波形 とを用いて、前記被測定者の歩行中の

姿勢の前後方向の傾 きに対応する量 を算出する演算部 と、 を備 えた歩

行姿勢計。

請求項 1 に記載の歩行姿勢計 において、

前記演算部 は、前記上下軸加速度の時間変化および前記前後軸加速

度の時間変化の特徴 を示す特徴パ ラメ一タを導 出 し、 当該特徴パ ラメ

—夕に基づいて前記前後方向の傾 きに対応する量 を算出する、 ことを

特徴 とする歩行姿勢計。

請求項 2 に記載の歩行姿勢計 において、

前記演算部 は、複数種類の特徴パ ラメータを導 出 し、導 出 した複数

種類の特徴パ ラメータを重み付 け加算 して得 られる量 に基づいて前記

前後方向の傾 きに対応する量 を算出する、 ことを特徴 とする歩行姿勢

計。

請求項 3 に記載の歩行姿勢計 において、

前記演算部 は、前記上下軸加速度の時間的な変化波形 に基づいて前

記被測定者の歩幅 を推定 し、 当該推定された歩幅 に基づいて、前記重

み付 け加算 に用いる重み係数 を変化 させ る、 ことを特徴 とする歩行姿

勢計。

請求項 4 に記載の歩行姿勢計 において、

前記演算部 は、前記上下軸加速度の時間的な変化波形 および前記前

後軸加速度の時間的な変化波形の少な くともいずれか一方 に基づいて

前記被測定者の歩行周期 またはその歩行周期の うち 1 歩分 に相 当する

基準期間を求め、 当該求めた歩行周期 または基準期間に基づいて、前

記重み付 け加算 に用いる重み係数 を変化 させ る、 ことを特徴 とする歩



請求項 1 か ら 5 のいずれか 1 つに記載の歩行姿勢計 において、

前記前後方向の傾 きに対応する量は、歩行中の前記被測定者の骨盤

と水平 とがなす角度である、 ことを特徴 とする歩行姿勢計。

請求項 2 か ら 5 のいずれか 1 つに記載の歩行姿勢計 において、

前記演算部 は、上方 を正 とする前記上下軸加速度の時間的な変化波

形 において加速度値が負か ら正へ変化するゼ ロクロス点の出現 タイミ

ングか ら次の負か ら正へ変化するゼ ロクロス点の出現 タイミングまで

の期間を、前記被測定者の 1 歩分 に相 当する基準期間 と して求め、前

記基準期間において前記上下軸加速度の時間的な変化波形 に現れる 3

つの極大点の値 および出現 タイミング、前記 3 つの極大点の間の 2 つ

の極小点の値 および出現 タイミング、な らび に、最小点の値 および出

現 タイミングの うちの少な くともいずれか 1 つを用いて前記特徴パ ラ

メータを導 出する、 ことを特徴 とする歩行姿勢計。

請求項 7 に記載の歩行姿勢計 において、

前記演算部 は、前記基準期間の開始点か ら前記 3 つの極大点、前記

2 つの極小点、 および、前記最小点のそれぞれの出現 タイミングまで

の時間 と前記基準期間の長 さとの比の うちの少な くともいずれか 1 つ

を前記特徴パ ラメータと して用いる、 ことを特徴 とする歩行姿勢計。

請求項 7 に記載の歩行姿勢計 において、

前記演算部 は、前記 3 つの極大点のそれぞれの値 と前記最小点の値

との差の絶対値の うちの少な くともいずれか 1 つを前記特徴パ ラメ一

タと して用いる、 ことを特徴 とする歩行姿勢計。

請求項 2 か ら 5 のいずれか 1 つに記載の歩行姿勢計 において、

前記演算部 は、前記上下軸加速度の時間的な変化波形か ら上下軸速

度の時間的な変化波形 を求め、

前記演算部 は、上方 を正 とする前記上下軸加速度の時間的な変化波

形 において加速度値が負か ら正へ変化するゼ ロクロス点の出現 タイミ



ングか ら次の負か ら正へ変化するゼ ロクロス点の出現 タイミングまで

の期間を、前記被測定者の 1 歩分 に相 当する基準期間 と して求め、前

記基準期間における前記上下軸速度の時間的な変化波形の最大点の出

現 タイミング、前記最大点の値の 9 0 % の値 を有する点の出現 タイミ

ング、前記最大点の値の 8 0 % の値 を有する点の出現 タイミング、 お

よび、前記最大点の値の 5 0 % の値 を有する点の出現 タイミング、の

うちの少な くともいずれか 1 つを用いて前記特徴パ ラメータを導 出す

る、 ことを特徴 とする歩行姿勢計。

[ 請求項 11] 請求項 1 0 に記載の歩行姿勢計 において、

前記演算部 は、前記基準期間の開始点か ら前記最大点、前記 9 0 %

の値 を有する点、前記 8 0 % の値 を有する点、 および、前記 5 0 % の

値 を有する点のそれぞれの出現 タイミングまでの時間 と前記基準期間

の長 さとの比の うちの少な くともいずれか 1 つを前記特徴パ ラメータ

と して用いる、 ことを特徴 とする歩行姿勢計。

[ 請求項 12] 請求項 2 か ら 5 のいずれか 1 つに記載の歩行姿勢計 において、

前記演算部 は、前記上下軸加速度の時間的な変化波形か ら上下軸軌

道の時間的な変化波形 を求め、

前記演算部 は、上方 を正 とする前記上下軸加速度の時間的な変化波

形 において加速度値が負か ら正へ変化するゼ ロクロス点の出現 タイミ

ングか ら次の負か ら正へ変化するゼ ロクロス点の出現 タイミングまで

の期間を、前記被測定者の 1 歩分 に相 当する基準期間 と して求め、前

記基準期間における前記上下軸軌道の時間的な変化波形の最大点の値

および出現 タィミング、最小点の値 および出現 タィミング、な らび に

、前記最大点 と前記最小点 との差の絶対値、の うちの少な くともいず

れか 1 つを用いて前記特徴パ ラメータを導 出する、 ことを特徴 とする

歩行姿勢計。

[ 請求項 13] 請求項 1 2 に記載の歩行姿勢計 において、

前記演算部 は、前記基準期間の開始点か ら前記最大点、 および、前



記最小点のそれぞれの出現 タイミングまでの時間 と前記基準期間の長

さとの比の うちの少な くともいずれか 1 つを前記特徴パ ラメータと し

て用いる、 ことを特徴 とする歩行姿勢計。

[ 請求項 14] 請求項 2 か ら 5 のいずれか 1 つに記載の歩行姿勢計 において、

前記演算部 は、上方 を正 とする前記上下軸加速度の時間的な変化波

形 において加速度値が負か ら正へ変化するゼ ロクロス点の出現 タイミ

ングか ら次の負か ら正へ変化するゼ ロクロス点の出現 タイミングまで

の期間を、前記被測定者の 1 歩分 に相 当する基準期間 と して求め、前

記基準期間における前後軸加速度の時間的な変化波形の最小点の値 お

よび出現 タイミング、な らび に、前記最小点のあ とに現れる 2 つの極

大点の値 および出現 タイミングの うちの少な くともいずれか 1 つを用

いて前記特徴パ ラメータを導 出する、 ことを特徴 とする歩行姿勢計。

[ 請求項 15] 請求項 1 4 に記載の歩行姿勢計 において、

前記演算部 は、前記基準期間の開始点か ら前記最小点、 および、前

記 2 つの極大点のそれぞれの出現 タィミングまでの時間 と前記基準期

間の長 さとの比の うちの少な くともいずれか 1 つを前記特徴パ ラメ一

タと して用いる、 ことを特徴 とする歩行姿勢計。

[ 請求項 16] 請求項 2 か ら 5 のいずれか 1 つに記載の歩行姿勢計 において、

前記演算部 は、前記前後軸加速度の時間的な変化波形か ら前後軸速

度の時間的な変化波形 を求め、

前記演算部 は、上方 を正 とする前記上下軸加速度の時間的な変化波

形 において加速度値が負か ら正へ変化するゼ ロクロス点の出現 タイミ

ングか ら次の負か ら正へ変化するゼ ロクロス点の出現 タイミングまで

の期間を、前記被測定者の 1 歩分 に相 当する基準期間 と して求め、前

記基準期間における前後軸速度の時間的な変化波形の最大点の出現 タ

ィミング、前記最大点の値の 9 0 % の値 を有する点の出現 タイミング

、前記最大点の値の 8 0 % の値 を有する点の出現 タイミング、最小点

の出現 タイミング、 および、前記最小点の値の 5 0 % の値 を有する点



の出現 タイミング、の うちの少な くともいずれか 1 つを用いて前記特

徴パ ラメータを導 出する、 ことを特徴 とする歩行姿勢計。

[ 請求項 17] 請求項 1 6 に記載の歩行姿勢計 において、

前記演算部 は、前記基準期間の開始点か ら前記最大点、前記最大点

の値の 9 0 % の値 を有する点、前記最大点の値の 8 0 % の値 を有する

点、前記最小点、 および、前記最小点の値の 5 0 % の値 を有する点の

それぞれの出現 タイミングまでの時間 と前記基準期間の長 さとの比の

うちの少な くともいずれか 1 つを前記特徴パ ラメータと して用いる、

ことを特徴 とする歩行姿勢計。

[ 請求項 18] 被測定者の歩行姿勢 を評価する方法 をコンピュータに実行 させ るた

めのプログラムであ って、

目u 己方法は、

被測定者の腰の正中線上 に装着 された加速度センサの出力を取得す

るステ ツプと、

前記加速度センサが出力する上下軸加速度の時間的な変化波形 と前

後軸加速度の時間的な変化波形 とを用いて、前記被測定者の歩行中の

姿勢の前後方向の傾 きに対応する量 を算出するステ ップと、 を備 えた

ことを特徴 とするプログラ厶。
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